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令和３年度名寄地区衛生施設事務組合
清 掃 事 業 年 報

１．総　括
　当組合は、名寄市、美深町、下川町及び音威子府村から発生する一般廃棄物を「衛生センター」、「

炭化センター」、「名寄地区広域最終処分場」において、各施設ごとに定められている基準を満たすよ

う適切な運転・維持管理により処理を行い、組合構成市町村における公衆衛生の向上に努めております。

（１）衛生センター

　今年度の受入量は、組合構成市町村と受託処理を行っている幌加内町（添牛内以北）を合わせて、し

尿 1,487.8キロリットル、浄化槽汚泥 2,840.0キロリットル、合計 4,327.8キロリットルとなり、前年

度比79.2キロリットル、率にして 1.8％の減量となっております。

　市町村別では、名寄市が全体の 62.6％の 2,710.7キロリットル、美深町が 17.7％の 766.0キロリッ

トル、下川町が14.3％の 619.5キロリットル、音威子府村が 2.6％の 111.3キロリットル、幌加内町が

 2.8％の 120.3キロリットルとなっております。

　主な維持管理状況につきましては、電気料 432,711kwhの10,386,528円、Ａ重油 50,000リットルの

 5,192,000円、電気系・機械系・配管系の消耗部品で 2,474,979円、薬品材料費で 5,333,438円、修繕

料24件の 9,993,037円、工事請負費１件の 594,000円となっております。

　し尿処理施設として昭和54年４月に供用開始をし、今年度で43年目となることから施設の老朽化が著

しく、加えて下水道の普及に伴い１日当たり70キロリットルの処理能力に対し、受入量が１日当たり約

12キロリットルと激減しているほか、浄化槽汚泥が受入量全体の65.6％を占めていることから、施設の

運転管理が非常に難しい状況となっております。

　受入量の減少と浄化槽汚泥の混入率上昇は、今後も同様に推移していくことが予想されることから、

現状に合わせた運転管理の工夫などにより適切な維持管理を継続しつつ、施設の更新も含めた次期し尿

及び浄化槽汚泥の処理方式について検討を進め、将来を見据えた年次計画による必要最小限度の維持管

理により経費を抑えた中で適宜実施してまいります。

　また、施設の老朽化に伴う突発的な故障などにより緊急一時的に受入・処理が不可能となる状況を想

定し、当組合を含めた近隣５施設と災害時の相互支援にも対応した「し尿等処理に係る相互支援協定」

を令和３年４月に取り交わしたほか、８月には士別市と同様の協定を取り交わしたことから、引き続き

協定団体と連携を図りながらし尿及び浄化槽汚泥の安定処理に努めてまいります。

（２）炭化センター

　今年度の受入量は、組合構成市町村合計で3,591.65トンとなり、前年度比124.37トン、率にして 3.3

％の減量となっております。

　市町村別では、名寄市が全体の83.0％の2,981.22トン、美深町が10.9％の391.67トン、下川町が 4.1

％の147.00トン、音威子府村が 2.0％の 71.76トンとなっております。

　主な維持管理状況につきましては、電気料1,705,713kwhの38,079,730円、Ａ重油 637,000リットルの

63,775,360円、機械系消耗部品で 3,490,443円、薬品材料費で 4,213,772円、修繕料13件で19,038,940

円となり、年次計画による工事はありませんでした。

　炭化物は472.56トン生成し、搬入されたごみが13.2％に減容化され、名寄地区広域最終処分場に搬出

されております。

　平成31年４月から実施しているスプレー缶等穴あけ処理につきましては、スプレー缶74,861本、重さ

にして 6,660キログラム、ガス缶77,393本の 8,440キログラムを処理したところであり、再資源化とし

て合わせて 311,707円で売却したところであります。

　ごみ処理施設から発生するダイオキシンが社会問題となり、平成９年１月に厚生省（当時）が「ごみ

処理に係るダイオキシン類発生防止等ガイドライン」を策定し、１日 100トン以上のごみを24時間連続

して焼却することが求められました。
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　上川北部ブロックとして組合構成市町村を含む９市町村の可燃ごみを調査した結果、処理量の条件を

満たせないことが判明し、焼却処理が困難な状況となったことから、生ごみ、紙くず、紙おむつ等衛生

ごみを焼却せず炭にする１日当たり20トンの処理能力を有する炭化処理施設として平成15年４月に供用

開始をし、今年度で19年目となります。

　ダイオキシン類の発生を抑制するため 800度以上の温度を維持する必要があることから、稼働中は常

時Ａ重油を使用して熱源を確保しておりますが、通常の焼却施設における燃料使用量と比較して30倍と

著しく多く、複雑な処理工程により機器数が多いため電気使用量も通常の３倍と維持管理費が非常に高

い状況にあり（平成27年３月日本環境衛生センター精密機能検査報告書より）、高温・腐食性ガス発生

環境下による機器の摩耗も著しい状況にあります。

　また、炭化処理施設は、全国に５か所ありましたが、プラントメーカーの撤退などの影響を受け、現

在稼働している施設もすべて焼却処理方式に転換する方針が示されており、プラントメーカー独自の設

備が多いため部品の供給が困難になるほか、価格高騰による維持管理費の更なる増加が予想されます。

　このようなことを踏まえ、プラントメーカーにおいても小規模施設におけるダイオキシン類発生抑制

システムの技術が向上していることから、炭化センターの後継施設として平成30年度から焼却施設整備

の検討を開始し、環境省の循環型社会形成推進交付金を活用して令和９年度の供用開始を目標に今年度

において「一般廃棄物中間処理施設基本計画」を策定し、循環型社会の形成と環境への負荷を低減する

ことを目指してごみの減量・減容化、資源化及びエネルギー回収を推進し、安定・適正かつ安全に処理

できる体制を確保するため、名寄市の旧焼却施設を解体した跡地に焼却施設（30トン/日･16時間）と破

砕選別施設（3.6トン/日）を整備する方針としております。

　今後の施設管理につきましては、令和８年度までの稼働を想定した中で必要最小限度の修繕工事を計

画的に実施して安定稼働の継続に努めてまいります。

（３）名寄地区広域最終処分場

　今年度の受入量は、組合構成市町村合計で5,161.83トンとなり、前年度比239.93トン、率にして 4.4

％の減量となっております。

　市町村別では、名寄市が全体の 84.3％の4,351.58トン、美深町が 8.9％の457.41トン、下川町が5.2

％の268.72トン、音威子府村が 1.6％の 84.12トンとなっております。

　主な維持管理状況につきましては、電気料509,144kwhの11,566,280円、重機用軽油29,510リットルの

 3,243,031円、薬品材料費で 1,559,380円、重機の定期整備修繕で 2,123,025円、ガス管・マンホール

嵩上げ工事で 991,870円となっております。

　覆土を含む埋立容量 181,500㎥の内、今年度末現在で34,220㎥、率にして18.85％が埋立済みとなって

おります。

　防衛省所管補助事業により整備し、平成30年４月の供用開始から今年度で４年目となりますが、「一

般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定める省令」（昭和52年総理

府・厚生省令第１号）第１条第２項第19号に基づく残余容量測定などにより試算した利用期間は、当初

計画期間の15年から４年弱の延命が図られ、令和18年12月末までの利用が可能と見込んでおります。

　また、今年度処分場に搬入されたごみ質分析を実施した結果、埋立ごみに含まれる可燃ごみ（炭化対

象ごみを含む）の割合が約80％あり、プラスチック類やアルミ缶・スチール缶、段ボール・新聞紙・雑

誌等紙製品などのリサイクル可能品の混入も全体の約28％を占めているほか、分解することで可燃ごみ

・不燃ごみ・資源物に分類が可能となる粗大ごみの搬入により処分場が逼迫している要因となっており

ます。

　このようなことから、処分場の延命化を図ることを目的として現場での分別指導を実施しているほか、

構成市町村において広報などでの住民周知や許可業者を含む事業者への指導などを通じて分別に対する

意識の向上を図る啓発活動を行うとともに、焼却施設と合わせて整備をする破砕選別施設において粗大

ごみを可燃ごみ・不燃ごみ・資源物に分けることで埋立量の減量化を推進してまいります。

　併せて、国の方針による製品プラスチックの資源化につきましても、今後の動向を注視しながら引き

続き構成市町村と対応を協議してまいります。
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　維持管理につきましては、適宜、覆土によりごみの飛散防止を図るほか、重機の定期的な点検修繕、

浸出水の汚濁状況に応じた管理設備の適正運転など、稼働状況を見ながら経費の節減と安定稼働に努め

てまいります。

（４）次期中間処理施設整備事業

　前述の炭化センターや名寄地区広域最終処分場の現況を踏まえ、平成30年度から一般廃棄物処理施設

整備推進室を中心に構成市町村や北海道、防衛局などの関係各所との協議や道内外の先進地視察などを

実施し、令和２年２月の市町村合意事項に基づく当組合規約変更が令和３年１月12日付けで北海道知事

から許可されたことから、今年度より環境省の循環型社会形成推進交付金を活用した焼却施設整備と資

源化施設整備に係る事業に着手したところです。

　今年度の主な業務は、施設整備の基本となる「一般廃棄物中間処理施設基本計画」を策定したほか、

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第 137号）第９条の３第１項の規定に基づく「生活

環境影響調査」や、令和４年度の解体工事に向けた「旧焼却施設解体調査実施設計」などの各種業務を

合わせて95,502千円で発注し、環境省から循環型社会形成推進交付金32,132千円を受けております。

　「一般廃棄物中間処理施設基本計画」において、プラントメーカーの見積を参考に試算した焼却施設

と破砕選別施設の建設事業費を72.6億円とし、令和３年度から令和９年度までの概算総事業費を約85億

円（資源化施設を含み、炭化センター解体費を除く）と見込み、建築資材の高騰を受けて前年度におけ

る概算総事業費78億円から７億円の増加となっております。

　概算総事業費の内、国の交付金や補助金を約23億円と見込み、残り約62億円が構成市町村の負担とな

り、市町村別にみると名寄市で約39億円、美深町で約 9.4億円、下川町で約 8.2億円、音威子府村で約

 5.3億円（端数処理により合計が合わない場合あり）と試算しております。

　今後、世界情勢の影響などを受けて建築資材の高騰による事業費の増加が危惧されるほか、全国的に

施設整備スケジュールが重なるため要望額ベースで令和６年度から令和８年度がピークとなり、交付金

の財源が不足した場合に交付率の調整なども予想されることから、厳しい地方財政が続く状況を踏まえ

て構成市町村の負担軽減を図ることを念頭に、情報収集や調査研究を進めて様々な視点から事業費の圧

縮に努めてまいります。

　また、次期し尿及び浄化槽汚泥処理施設に係る検討業務につきましても、複数の処理方式を比較して

経済性・有効性に優れた方式を選定するものとし、市町村合意に向けた協議を進めてまいります。

〈組合所管施設位置図〉

3

名寄地区広域

最終処分場

衛生センター

炭化センター

次期中間処理施設建設予定地



２．衛生センター受入実績
令和３年度し尿受入合計

単位：キロリットル

令和３年度汚泥受入合計

単位：キロリットル

令和３年度総受入量

7.78 キロリットル

11.86 キロリットル

日平均（365日）

日平均（365日）

日平均（365日）

1,487.80 キロリットル

2,840.00 キロリットル

4

4.08 キロリットル

4,327.80 キロリットル

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

幌加内町 0.90 10.60 0.00 16.70 21.20 38.40 15.20 3.70 1.20 0.00 0.10 0.30

音威子府村 9.00 6.00 3.20 5.30 7.30 0.00 12.60 3.20 6.60 0.00 0.00 2.80

下川町 27.80 24.60 26.60 19.30 21.20 15.50 35.50 51.30 17.30 12.60 6.70 11.00

美深町 42.00 26.40 15.40 17.60 15.40 20.90 30.90 44.20 16.50 4.00 5.50 10.30

名寄市 99.70 76.60 69.60 73.60 58.00 55.10 104.50 120.20 68.00 14.90 26.80 38.00

計 179.40 144.20 114.80 132.50 123.10 129.90 198.70 222.60 109.60 31.50 39.10 62.40

0

100

200

300

キロリットル し尿受入量

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

幌加内町 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 12.00 0.00 0.00 0.00

音威子府村 0.00 0.00 17.60 0.00 0.00 19.60 13.00 5.10 0.00 0.00 0.00 0.00

下川町 2.10 51.60 50.70 43.30 53.90 7.50 63.90 10.90 22.60 0.00 3.00 40.60

美深町 3.10 35.30 119.10 113.80 33.20 94.20 105.90 12.30 0.00 0.00 0.00 0.00

名寄市 44.00 238.10 308.30 249.50 105.80 246.60 230.10 195.20 104.00 45.10 47.00 92.00

計 49.20 325.00 495.70 406.60 192.90 367.90 412.90 223.50 138.60 45.10 50.00 132.60

0

200

400

600

キロリットル 浄化槽汚泥受入量

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

幌加内町 0.90 10.60 0.00 16.70 21.20 38.40 15.20 3.70 13.20 0.00 0.10 0.30

音威子府村 9.00 6.00 20.80 5.30 7.30 19.60 25.60 8.30 6.60 0.00 0.00 2.80

下川町 29.90 76.20 77.30 62.60 75.10 23.00 99.40 62.20 39.90 12.60 9.70 51.60

美深町 45.10 61.70 134.50 131.40 48.60 115.10 136.80 56.50 16.50 4.00 5.50 10.30

名寄市 143.70 314.70 377.90 323.10 163.80 301.70 334.60 315.40 172.00 60.00 73.80 130.00

計 228.60 469.20 610.50 539.10 316.00 497.80 611.60 446.10 248.20 76.60 89.10 195.00

0

200

400

600

800

キロリットル 総受入量



令和３年度搬入割合（し尿＋浄化槽汚泥）

令和３年度汚泥混入率

※汚泥混入率＝浄化槽汚泥受入量÷総受入量×100　

【考察】し尿減少、浄化槽汚泥横ばい推移により汚泥混入率が年々上昇傾向にあるため運転管理が難しい状況にあり、水処理

における微生物の活性化を目的とした薬品投入量の増加など維持管理費の増加につながる。

5

名寄市

62.7%
2,710.7kℓ

美深町

17.7%
766.00kℓ

下川町

14.3%
619.50kℓ

音威子府村

2.6%
111.30kℓ

幌加内町

2.8%
120.30kℓ

21.5%

69.3%

81.2%

75.4%

61.0%

73.9%

67.5%

50.1%
55.8%

58.9%
56.1%

68.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

1,794.20 1,683.20 1,515.80 1,540.90 1,487.80

2,765.10 2,733.70 2,793.40 2,866.10 2,840.00

合計 4,559.30 合計 4,416.90 合計 4,309.20 合計 4,407.00 
合計 4,327.80 

60.6% 61.9%

64.8% 65.0%

65.6%

58%

60%

62%

64%

66%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

汚泥混入率キロリットル
し尿・浄化槽汚泥受入量推移

し尿 浄化槽汚泥 汚泥混入率



令和３年度受入合計 受入日数 312日 日平均

13.2%

6

【考察】H30.1～R3.3下川町生ごみ堆肥化施設稼働停止、R1.4～音威子府村生ごみ堆肥化中止により両町村の受入量が増加。

令和３年度は、下川町生ごみたい肥化施設再稼働に伴う搬入減（前年度比▲151.37ｔ）により全体で減。

生成率＝今年度炭化物生成量÷受入量×100＝

３．炭化センター受入実績
3,591.65 トン 11.51 トン

令和３年度炭化物生成量　472.56 トン令和３年度搬入割合

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

音威子府村 5.73 5.37 6.16 5.91 7.02 6.36 6.47 6.20 5.93 5.70 4.94 5.97

下川町 13.31 11.65 13.49 13.57 12.54 11.25 12.53 12.45 13.38 10.46 10.47 11.90

美深町 30.48 30.71 32.47 30.97 37.62 34.28 32.16 33.58 33.18 32.32 28.80 35.10

名寄市 244.69 238.23 232.79 245.54 276.23 251.84 244.96 260.78 258.67 255.92 221.12 250.45

計 294.21 285.96 284.91 295.99 333.41 303.73 296.12 313.01 311.16 304.40 265.33 303.42

0

100

200

300

400

トン 炭化ごみ受入量

名寄市

83.0%

2,981.22ｔ

美深町

10.9%

391.67ｔ

下川町

4.1%

147.00ｔ

音威子府村

2.0%

71.76ｔ
48.03

40.18
41.2442.55

28.25

33.55

42.62
38.80

49.14

32.55
34.27

41.38

0

10

20

30

40

50

60

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

トン

2,955.10 2,948.16 2,918.87 2,950.70 2,981.22

366.46 406.00 403.24 395.24 391.67

191.93
325.39 312.80 298.37 147.00

12.18
12.12 78.84 71.71

71.76
合計 3,525.67

合計 3,691.67 合計 3,713.75 合計 3,716.02
合計 3,591.65

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

トン 炭化ごみ受入量推移
名寄市 美深町 下川町 音威子府村



令和３年度受入合計 受入日数 310日 日平均

※衛生センター・炭化センター残渣を除く　　

令和３年度搬入割合

7

※衛生センター残渣受入量（43.48トン）、炭化センター残渣受入量（78.41トン）を除く。

【考察】令和２年度からの分別指導強化により稼働当初と比較して大きく減量となり、平成30年度と令和３年度を比較すると

構成市町村全体で▲1,186.10トン、率にして▲18.7％

４．名寄地区広域最終処分場受入実績
5,161.83 トン 16.65 トン

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

音威子府村 8.49 11.34 9.10 6.47 5.36 8.31 10.78 5.77 4.42 4.18 3.40 6.50

下川町 28.83 27.84 27.54 21.21 24.54 27.63 17.57 34.71 30.47 9.69 7.01 11.68

美深町 39.19 89.23 36.86 33.94 40.88 47.48 51.78 32.07 20.80 17.17 15.90 32.11

名寄市 386.62 392.74 391.34 375.03 367.08 629.21 416.37 361.45 280.71 193.41 193.57 364.05

計 463.13 521.15 464.84 436.65 437.86 712.63 496.50 434.00 336.40 224.45 219.88 414.34

0

200

400

600

800

トン 埋立ごみ受入量

名寄市

84.3%

4,351.58ｔ

美深町

8.9%

457.41ｔ

下川町

5.2%

268.72ｔ

音威子府村

1.6%

84.12ｔ

5,501.53 5,357.14
4,573.78 4,351.58

464.26
499.11

445.56
457.41

265.43
283.12

301.71
268.72

116.71 87.43

80.71
84.12

合計 6,347.93 合計 6,226.80

合計 5,401.76
合計 5,161.83

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

トン 埋立ごみ受入量推移
名寄市 美深町 下川町 音威子府村



※衛生センター・炭化センター残渣を除く　　

令和３年度 総処理本数：スプレー缶 74,861 本 6,660 kg 69,685 円

　　　　　　　　ガス缶 77,393 本 8,440 kg 242,022 円

8

※埋立率＝埋立量（累計）÷埋立容積181,500㎥×100

※埋立量（㎥）には覆土量が含まれる。

【考察】分別指導の実施により利用者の意識向上が図られ、当初計画期間の15年から４年弱の延命化が見込まれるが、今後も

６．スプレー缶・ガス缶処理実績

売却額：スプレー缶

ガス缶

減量化対策を積極的に推進して更なる延命化を目指す。

　※売却単価は、その
　　都度入札による。

５.名寄地区広域最終処分場稼働推計

※次期中間処理施設供用開始（令和９年度）以降の減量は考慮していない。

6,683
15,005

25,022
34,642

41,989
57,159

64,385
71,552

78,660
94,293

101,285
108,220

115,099
130,807

137,576
144,291

150,954
157,564

181,500

3.68%

8.27%

13.79%

19.09%

23.13%

31.49%

35.47%

39.42%
43.34%

51.95%

55.80%

59.63%

63.42%

72.07%

75.80%

79.50%
83.17%

86.81%

100.00%
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10%

20%
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40%
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60%

70%

80%

90%

100%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18

埋立率埋立量（㎥）
当初計画利用期間：15年（H30年度～R14年度）

埋立量（累計） 埋立率

実績 ← → 見込

6,446 6,139
7,099 6,447

7,849 7,300
6,339

7,075
5,531 5,122

3,587

5,927

7,000

5,612

6,067

5,289

5,219 6,042

6,036

6,890

6,667 7,294

6,560

8,717

合計 13,446

合計 11,751

合計 13,166

合計 11,736

合計 13,068
合計 13,342

合計 12,375

合計 13,965

合計 12,198
合計 12,416

合計 10,147

合計 14,644

0
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16,000

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

本
スプレー缶 ガス缶

当初計画期限



７．処理人口・原単位推移
（１）処理区域内人口推移（構成市町村３月末人口合計）

（２）し尿汲取り人口・し尿排出量原単位推移

（３）浄化槽人口・汚泥排出量原単位推移

※外国人を含む。

【考察】汲取り人口は減少傾向で推移している。原単位が上記参考値より多いのは、簡易水洗等の普及による使用水量の増加、便

※原単位（１人１日当たり排出量）＝し尿受入量（ℓ）÷し尿汲取り人口÷365日

※浄化槽人口＝単独浄化槽人口＋合併浄化槽人口

※し尿汲取り人口＝収集区域内人口－水洗化人口－浄化槽人口

9

※原単位（１人１日当たり排出量）＝汚泥受入量（ℓ）÷浄化槽人口÷365日

※参考：「汚泥再生処理センター等施設整備の計画・設計要領2006改訂版」（全国都市清掃会議）における汚泥排出量原単位は

※参考：「汚泥再生処理センター等施設整備の計画・設計要領2006改訂版」（全国都市清掃会議）におけるし尿排出量原単位は

【考察】浄化槽人口は横ばいで推移している。

　　　　1.60ℓ/人･日

　　　　単独浄化槽0.85ℓ/人･日、合併浄化槽1.80ℓ/人･日

槽の老朽化による地下水や雪解け水の流入などが要因と推測される。

36,004人
35,468人

35,045人
34,554人

33,826人

32,000

33,000

34,000

35,000

36,000

37,000

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

人口（人）

2,261人 1,926人 1,762人 1,691人 1,512人

2.10ℓ/人・日
2.31ℓ/人・日 2.25ℓ/人・日

2.36ℓ/人・日
2.50ℓ/人・日

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

0

1,000

2,000

3,000

4,000
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原単位（ℓ/人・日）汲取り人口（人）
汲取り人口（人） １人１日当たり排出量（ℓ/人･日）

3,833人 3,898人 3,896人 3,846人 3,900人

1.97ℓ/人・日 1.91ℓ/人・日 1.96ℓ/人・日 2.03ℓ/人・日 1.99ℓ/人・日

0.00

0.50

1.00
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2.00
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0

1,000

2,000

3,000

4,000

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

原単位（ℓ/人・日）浄化槽人口（人）
浄化槽人口（人） １人１日当たり排出量（ℓ/人･日）



（４）炭化ごみ排出量原単位推移

（５）埋立ごみ排出量原単位推移

10

※原単位（１人１日当たり排出量）＝事業系を除く炭化ごみ受入量（kg）÷処理区域内人口÷365日×1000

※原単位（１人１日当たり排出量）＝事業系を除く埋立ごみ受入量（kg）÷処理区域内人口÷365日×1000

【考察】人口減に対して原単位が増加傾向にあるため、１人当たりの炭化ごみ排出量が増加傾向にある。

【考察】分別指導により原単位は減少傾向に転じているが、可燃ごみが多く含まれるため炭化ごみ排出量原単位よりも多い。
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８.処理経費推移 ※単位当たり処理経費＝決算額÷受入量

（１）衛生センター

（２）炭化センター

（３）名寄地区広域最終処分場
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【考察】実処理量に応じた設備改修により、維持管理費の増加を抑制している。

【考察】次期施設の稼働を見据えた年次計画により経費節減を図っているが、燃料単価高騰による処理経費の増加が懸念される。

【考察】重機用燃料単価の高騰や経年による水質汚濁により、維持管理費の増加が懸念される。

※埋立ごみ受入量に衛生センター及び炭化センターの残渣は含まれていない。

74,952,175円 79,886,368円

104,082,735円

87,078,649円
80,859,282円

4,559.30kℓ 4,416.90kℓ 4,309.20kℓ 4,407.00kℓ 4,327.80kℓ

16,439円/kℓ 
18,087円/kℓ 

24,154円/kℓ 

19,759円/kℓ 
18,684円/kℓ 
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kℓ・円/kℓ決算額（円） し尿処理費決算額（円） し尿・汚泥受入量（kℓ） １kℓ当たり処理経費（円/kℓ）

208,897,901円

207,741,159円

217,922,870円

202,770,708円
204,624,908円

3,525.67t 3,691.67t 3,713.75t 3,716.02t 3,591.65t 
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71,592,110円
65,167,432円
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（１）令和３年度電気使用量 ※月平均

（２）令和３年度Ａ重油購入量 ※月平均

36,059 kwh

4,167 リットル

令和３年度の購入量の減少は、年度末の購入が翌年度４月のタイミングになったことによる減。

【考察】年間60,000リットル程度の購入量となっているが、単価変動により支出額に波がある。
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９．衛生センター電気使用量・Ａ重油購入量

【考察】施設の稼働状況に合わせた設備改修等により節電を図っている。
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（１）令和３年度電気使用量 ※月平均

（２）令和３年度Ａ重油購入量 ※月平均

142,143 kwh

53,083 リットル

常時800度以上を保つため年間600,000リットル前後を購入している。

【考察】デマンド監視により節電を図っているが、経年劣化による誘引送風機の過負荷運転により上昇傾向にある。

【考察】稼働時間や外気温、炉の経年劣化による熱効率の低下、ごみに含まれる水分量などの要因により変動があるが、
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10．炭化センター電気使用量・Ａ重油購入量
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（１）令和３年度電気使用量 ※月平均

（２）令和３年度軽油購入量（免税軽油含む） ※月平均

42,429 kwh

2,617 リットル

【考察】浸出水の汚濁状況に応じて水処理施設の稼働率を順次上げているため、使用量が上昇傾向にある。

【考察】重機の稼働状況により購入量に変動がある。

11．名寄地区広域最終処分場電気使用量・軽油購入量
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12．修繕工事実施状況 【令和３年度実績】 ※１件10万円以上（税込）を掲載

（１）衛生センター
ア　修繕

件名 施工内容
修繕料
（円）

期間 請負業者

２次処理棟外壁修繕
外壁材劣化部分撤去
補修、塗装

2,420,000 R3.5.24～R3.7.30 中舘建設㈱

水位計修繕
中央操作室制御盤内
部品交換、整備

253,000 R3.6.1～R3.6.10 アズビル金門㈱

地下埋設配管修繕 配管腐食部分交換 105,600 R3.6.10～R3.7.14 北都ボーリング㈱

温水ボイラー修繕 制御盤交換、点検整備 382,800 R3.6.10～R3.8.30 リーダース産業㈱

車寄せ搬入路修繕
コンクリート破損部分
修繕

253,000 R3.8.16～R3.9.30 ㈱五十嵐組

取水配管修繕
埋設配管破損部分修繕
(緊急修繕)

181,500 R3.8.25～R3.8.25 ㈱五十嵐組

汚泥搔寄機修繕
減速機及びチェーンホ
イール製作交換

495,000 R3.10.12～R3.10.29 ㈲庄司鉄工所

シリンダーバルブ修繕
汚泥移送用バルブ
分解整備

418,000 R3.10.19～R3.10.26 ㈲庄司鉄工所

余剰汚泥脱水機修繕
分解整備、回転体動作
試験、試運転調整

4,345,000 R3.10.15～R4.3.10 ㈱西原環境

嫌気槽撹拌機修繕 分解整備、部品交換 220,000 R4.2.10～R4.2.18 ㈲庄司鉄工所

焼却、脱臭ファン修繕
ベアリング交換、点検
整備

443,300 R4.3.3～R4.3.25 ㈲庄司鉄工所

イ　工事

件名 施工内容
工事費
（円）

期間 請負業者

水洗塔水槽漏水流出防止枠設置
工事

漏水防止用コンクリー
ト枠設置

594,000 R3.7.21～R3.8.31 大野土建㈱

15



（２）炭化センター
ア　修繕

件名 施工内容
修繕料
（円）

期間 請負業者

脱臭炉バーナー部耐火物修繕 バーナー部耐火物更新 2,024,000 R3.4.12～R3.5.28 菅野工業㈱

熱交換器ダブルダンパ修繕
ダンパープレート等交
換

228,800 R3.9.24～R3.9.30 ㈲庄司鉄工所

排ガス分析装置修繕 消耗・劣化部品交換 2,068,000 R3.6.14～R3.10.15 札幌施設管理㈱

ＰＳＡ装置修繕 消耗・劣化部品交換 1,592,940 R3.7.27～R3.10.15 大陽日酸㈱

ごみクレーン点検・修繕
法定年次点検・ブレー
キディスク等交換

880,000 R3.8.23～R3.10.15 極東サービス㈱

熱交換器・温水発生用空気加熱
器修繕

ハンガー・ベアリング
等交換

4,873,000 R3.7.12～R3.10.15
三和エンジニアリン
グ㈱

誘引送風機修繕 ベアリング交換 440,000 R3.11.8～R3.12.3 ㈲庄司鉄工所

破砕機修繕 消耗・劣化部品交換 6,699,000 R3.6.2～R3.12.3 ㈲庄司鉄工所

イ　工事　　　今年度実施なし

（３）名寄地区広域最終処分場
ア　修繕

件名 施工内容
修繕料
（円）

期間 請負業者

４ｔダンプ修繕
フロントハブボルト交
換

110,891 R3.5.20～R3.5.20 下川運輸㈱

ブルドーザー全オイル及びエレ
メントﾄ交換(油圧オイル以外)

定期オイル交換 293,700 R3.6.28～R3.7.9
日本キャタピラー合
同会社

エアコン不具合点検及び応急修
理

ブルドーザエアコン修
繕

154,000 R3.8.23～R3.8.27
日本キャタピラー合
同会社

アームシリンダー油漏れ修理
バックホウアーム油圧
シリンダー油漏れ修繕

850,464 R3.8.16～R3.9.4 日立建機日本㈱

イ　工事

件名 施工内容
工事費
（円）

期間 請負業者

ガス管･マンホール嵩上げ工事
竪型発生ガス処理設備
カゴ設置工事

991,870
R3.5.10～R3.5.21
R3.10.25～R3.11.5

㈱五十嵐組

重機格納庫屋根塗装・壁修復工
事

格納庫屋根塗装、
壁修復工事

750,000 R3.10.1～R3.10.31 吉田組

16



13．修繕料・工事請負費推移 ※小破修繕等１件10万円未満（税込）を含み、決算額は修繕料と

　工事請負費の合計額。計画は年度末時点での見込であるため、

（１）衛生センター 　今後の稼働状況により変動する。

（２）炭化センター

（３）名寄地区広域最終処分場

【考察】重機の稼働時間に応じた車両整備と埋立状況に応じたガス管・マンホール嵩上げ工事を年次計画により設定している。

17

【考察】令和９年度以降に次期処理施設が供用開始することを想定して年次計画を設定している。

【考察】令和９年度を焼却施設の供用開始として令和８年度までの年次計画を設定している。
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14．測定分析結果
（１）衛生センター排ガス測定分析結果推移 最大値

排ガス 焼却灰 ばいじん 硫黄酸化物 窒素酸化物 塩化水素 水銀

ng-TEQ/㎥N ng-TEQ/㎥N g/㎥N ㎥N/h volppm mg/㎥N µg/㎥

規制基準値 10 3 0.25 備考欄参照 250 700 50

H29.6.30 1.10 0.075 0.17 2.10 180 110 -

H29.12.18 - - 0.10 0.92 110 90 -

H30.7.30 0.45 0.000 0.16 1.20 130 50 -

H30.12.17 - - 0.21 0.98 150 30 10.0

R1.6.17 0.57 0.000 0.22 1.00 150 50 8.0

R1.12.16 - - 0.04 0.53 98 40 9.4

R2.7.27 0.46 0.000 0.09 0.96 120 12 5.1

R2.12.18 - - 0.07 1.30 130 12未満 5.7

R3.6.7 0.09 0.00 0.10 1.1 85 30 9.6

R3.12.15 - - 0.070 1.04 77 24未満 9.1

※硫黄酸化物の基準値は排出量によりその都度設定される。

11.92

※簡易測定時１未満はゼロ
備考

SOx基準値

12.65

13.09

13.33

13.35

13.30

12.30

12.56

ばい煙測定
ダイオキシン類

11.92
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【考察】すべて基準値を満たしており、排出量にも大きな変動が見られないため、機能低下は認められず、適切な運転維持管理

がなされている。

採取年月日

期間：平成29年度～ 令和３年度

13.43

※グラフの数値は期間中における最高値と採取日

R1.6.17
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0
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volppm 窒素酸化物（250volppm以下）
H29.6.30

110

0
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100
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mg/㎥N 塩化水素（700mg/㎥N以下）

H30.12.17
10.0

0.0

5.0

10.0

15.0

µg/㎥ 水銀（50µg/㎥以下）

H29.6.30 
1.10

0.00

0.50

1.00

1.50

ng-TEQ/㎥N ダイオキシン類（排ガス10ng-TEQ/㎥N以下）

H29.6.30
0.075

0.000

0.050

0.100

ng-TEQ/㎥N ダイオキシン類（焼却灰３ng-TEQ/㎥N以下）



（２）炭化センター排ガス測定分析結果推移 最大値

排ガス 炭化物 処理灰 ばいじん 硫黄酸化物 窒素酸化物 塩化水素 水銀

ng-TEQ/㎥N ng-TEQ/㎥N ng-TEQ/㎥N g/㎥N ㎥N/h volppm mg/㎥N µg/㎥

規制基準値 5 3 3 0.15 備考欄参照 250 700 50

H29.6.29 0.044 - 0.17 0.019 0.15未満 49 30 - 19.71

H29.12.19 0.180 0.00 - 0.007未満 0.18未満 59 21未満 - 21.38

H30.7.31 0.58 - 0.39 0.007未満 0.12 76 90 1.8 19.44

H30.12.18 0.0014 0 - 0.023 0.140未満 61 14未満 3.3 21.60

R1.6.18 0.021 0 0.19 0.007未満 0.13未満 59 20未満 0.38 21.05

R1.12.17 0.00 - - 0.010未満 0.15未満 78 20未満 1.0 21.57

R2.7.28 0.00 0.00 0.00 0.012 0.086未満 61 11未満 0.73 23.29

R2.12.17 0.0000026 - - 0.008未満 0.077未満 44 12未満 0.44 21.51

R3.6.8 0.0000067 0 0.018 0.004 0.02 39 2 0.44 21.32

R3.12.14 0.00050 - - 0.006 0.01未満 33 3 0.34 20.59

※ダイオキシン類は地元協議により年２回測定し、結果を地元町内会に報告。硫黄酸化物の基準値は排出量によりその都度設定さ

　れる。測定分析結果は組合ホームページ（http://eiseishisetu.jp/）でも公表。

※簡易測定時１未満はゼロ
ばい煙測定

※グラフの数値は期間中における最高値と採取日

期間：平成29年度～ 令和３年度
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採取年月日

ダイオキシン類

がなされている。

【考察】すべて基準値を満たしており、排出量にも大きな変動が見られないため、機能低下は認められず、適切な運転維持管理

備考

SOx基準値

H30.7.31
0.58

0.000

0.500

1.000

ng-TEQ/㎥N ダイオキシン類（排ガス５ng-TEQ/㎥N以下）

H30.12.18
0.023

0.000

0.010

0.020

0.030

g/㎥N ばいじん（0.15g/㎥N以下）

H29.12.19

0.18未満
0.00

15.00

30.00

㎥N/h 硫黄酸化物 基準値

R1.12.17
78

0

50

100

volppm 窒素酸化物（250volppm以下）

R3.6.8
0

0.00

0.10

0.20

0.30

ng-TEQ/㎥N ダイオキシン類（炭化物３ng-TEQ/㎥N以下）

H30.7.31
0.39

0

0.2

0.4

0.6

ng-TEQ/㎥N ダイオキシン類（処理灰３ng-TEQ/㎥N以下）

H30.7.31
90

0

50

100

mg/㎥N 塩化水素（700mg/㎥N以下）

H30.12.18
3.3

0.0

2.0

4.0

µg/㎥ 水銀（50µg/㎥以下）



（３）衛生センター水質測定分析結果(放流水) 最大値 【令和３年度実績】 放流先＝天塩川

ＳＳ ＢＯＤ 大腸菌群数

mg/L mg/L 個/mL

規制基準値 5.8～8.6 70以下 30以下 3,000以下

R3.4.1 7.22 13.0 4.0 0.0

R3.4.15 7.36 14.6 3.7 0.0

R3.5.7 6.87 8.7 3.3 0.0

R3.5.20 7.05 24.1 5.2 0.0

R3.6.3 7.11 1.9 2.6 0.0

R3.6.17 7.23 10.0 4.7 0.0

R3.7.1 7.07 10.3 3.7 0.0

R3.7.15 7.10 11.6 7.8 0.0

R3.8.5 7.40 8.3 3.8 0.0

R3.8.19 6.98 8.8 3.7 0.0

R3.9.2 7.29 6.5 2.9 0.0

R3.9.16 7.66 6.2 5.0 1.0

R3.10.7 7.48 7.7 3.2 0.0

R3.10.21 7.27 5.3 2.5 0.0

R3.11.4 7.24 4.8 1.7 0.0

R3.11.18 7.68 5.8 2.0 0.0

R3.12.2 7.43 13.0 1.8 0.0

R3.12.16 7.72 8.8 6.5 0.0

R4.1.6 7.25 1.7 3.9 0.0

R4.1.20 7.20 3.9 5.0 0.0

R4.2.3 7.29 2.4 3.8 0.0

R4.2.17 7.26 3.2 5.6 0.0

R4.3.3 7.24 2.5 4.9 0.0

R4.3.17 7.16 3.1 4.5 0.0

　※グラフの数値は今年度における最高値と採水日
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ｐＨ採水年月日

【考察】大雨により周辺の畑にまかれる肥料の成分や河川水が放流水に混入することなどが要因となって数値が変動するため、

適宜状況を確認して対応している。

　※水利権の関係から月２回実施

※炭化センターはクローズドシステム（施設内循環利用）のため放流なし。

＜放流水採水位置図・放流水路図＞

衛生センター

名寄地区広域

最終処分場

↓ 浸出水処理施設放流口 →

← 堤内排水口 ↓

〇 放流水採水位置

放流水路

R3.12.16
7.72

6.00

7.00

8.00

pH（5.8～8.6）

R3.5.20
24.1

0.0

20.0

40.0

mg/L SS【浮遊物質】(70mg/L以下)

R3.7.15
7.8

0.0

5.0

10.0

mg/L BOD【生物化学的酸素要求量】(30mg/L以下)

R3.9.16
1.0

0.0

1.0

2.0

個/mL 大腸菌群数（3,000個/mL以下）



（４）名寄地区広域最終処分場水質測定分析結果(放流水) 【令和３年度実績】 放流先＝天塩川

単位 規制基準値 測定結果 採水年月日

pg-TEQ/L 10 0.01200 R3.8.23

※測定分析結果は組合ホームページ（http://eiseishisetu.jp/）でも公表。

検査項目

【考察】搬入物の性状や大雨・融雪水による溶出量の増加などが要因となって数値が変動するため、分析結果を確認した上で

薬品の添加量や処理水量の調整などによりその都度対応している。
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ダイオキシン類

7.66 7.70
7.88

7.10 7.20 7.11

7.79 7.90
7.70

7.88

7.13

8.73

6.50

7.50

8.50

9.50

R3.4.14 R3.5.19 R3.6.16 R3.7.14 R3.8.23 R3.9.9 R3.10.6 R3.11.11 R3.12.15 R4.1.19 R4.2.16 R4.3.10

ｐH（基準値：5.8～8.6）

15.3

1.4 3.9 2.8

41.0 39.6

9.6

1.3 2.2
5.5

14.2
6.2

0.0

20.0

40.0

60.0

R3.4.14 R3.5.19 R3.6.16 R3.7.14 R3.8.23 R3.9.9 R3.10.6 R3.11.11 R3.12.15 R4.1.19 R4.2.16 R4.3.10

mg/L
ＳＳ【浮遊物質】（基準値：10mg/L以下）

95.2
112.4

51.8 47.0 52.0
64.4

46.6 41.8
60.0

41.2 37.2 42.4

0.0

50.0

100.0

150.0

R3.4.14 R3.5.19 R3.6.16 R3.7.14 R3.8.23 R3.9.9 R3.10.6 R3.11.11 R3.12.15 R4.1.19 R4.2.16 R4.3.10

mg/L ＣＯＤ【化学的酸素要求量】（基準値：90mg/L以下）

15.70

5.10
2.10 1.30 3.20

17.10

7.50

18.00 19.10

9.10 8.40 8.20

0.00

10.00

20.00

30.00

R3.4.14 R3.5.19 R3.6.16 R3.7.14 R3.8.23 R3.9.9 R3.10.6 R3.11.11 R3.12.15 R4.1.19 R4.2.16 R4.3.10

mg/L
ＢＯＤ【生物化学的酸素要求量】（基準値：20mg/L以下）

62.0

360.0
750.0

142.0

1,500.0

980.0
770.0

110.0 148.0 90.0
62.0

1,260.0

0.0

500.0

1,000.0

1,500.0

2,000.0

R3.4.14 R3.5.19 R3.6.16 R3.7.14 R3.8.23 R3.9.9 R3.10.6 R3.11.11 R3.12.15 R4.1.19 R4.2.16 R4.3.10

個/mL 大腸菌群数（基準値：3,000個/mL以下）



（５）名寄地区広域最終処分場水質測定分析結果（地下水）

　ア　電気伝導率（月１回測定の年間平均値） ※一般的地下水30～500µS/cm（日本地下水学会より）

※使用前検査採水年月日：平成30年２月９日

　イ　塩化物イオン濃度（月１回測定の年間平均値） ※通常10～20mg/L。50mg/L以上で何らかの汚染あり。

　ウ　ダイオキシン類（年１回測定値） ※環境基準１pg-TEQ/L（平成11年環境省告示第68号）

※測定分析結果は組合ホームページ（http://eiseishisetu.jp/）でも公表。

＜地下水採水位置図＞
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※使用前検査採水年月日：平成30年２月９日

向を注視する必要がある。

【考察】いずれも許容範囲内ではあるが、使用前検査値と比較して下流側で経過年数に応じて上昇傾向にあるため、今後の傾

※使用前検査採水年月日：平成30年２月９日

第１観測井戸（下流側）

第２観測井戸（上流側）

145.0 160.4 172.3
200.7 194.9

60.0 60.3 67.9 69.6 65.90

100

200

300

使用前検査 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

µS/cm 第１観測井戸（下流側）

第２観測井戸（上流側）

7.5 8.2 8.4

11.3 11.0

5.5 6.1 5.3 5.4 5.7

0

5

10

15

使用前検査 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

mg/L 第１観測井戸（下流側）

第２観測井戸（上流側）

下流側

0.00110 0.06400
0.04400

0.19000

0.04400上流側

0.00430 0.04400 0.00097
0.01700

0.030000.00000

0.10000

0.20000

使用前検査 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

pg-TEQ/L 第１観測井戸（下流側）

第２観測井戸（上流側）

〇 地下水採水位置



（６）炭化センターごみ質分析結果

単位：％

（７）名寄地区広域最終処分場ごみ質分析結果

単位：％

【考察】鉄類など機器を破損させるような重大な異物の混入はなく、概ね適切な分別状況にある。

※年２回の分析結果の平均値であるため、端数処理により合計が100％にならない場合がある。

※年２回の分析結果の平均値であるため、端数処理により合計が100％にならない場合がある。

令和3年11月12日

令和3年8月30日 令和3年11月5日
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　　採取年月日： 令和3年8月20日

【考察】可燃性ごみが約８割を占めており、処分場を逼迫している要因の１つであることから、ごみ質に合わせた適正処理に

ことから、引き続き分別意識の向上を図る啓発が必要である。

より延命化を図るため焼却施設の早期整備が望まれる。また、リサイクル可能品の混入も全体の約３割を占めている

　　採取年月日：

紙類 27.23

繊維類 5.13

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ

ｺﾞ ﾑ類 6.99

ﾋﾞﾆｰﾙ類 3.72

皮革類 0.00

草木類 0.67

厨芥類 17.55

おむつ類 20.95
鉄類 0.00

ｱﾙﾐ泊類 0.00

下記以外

金属類 0.00

ガラス

石類 0.00 陶器類 0.00

その他

(5mm以下) 17.78

水分

56.67

灰分

2.40

可燃分

40.94

ごみ質３成分

紙類 25.07

繊維(布)類 6.35ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ

(ﾋﾞﾆｰﾙ含む) 42.53

厨芥類

(貝殻) 0.51

草木類 5.58

金属類 5.22

ガラス類 1.72

ｽﾌﾟﾚｰ缶類

(ﾗｲﾀｰ) 0.00

その他

(石､陶器等) 13.05

水分

30.18

灰分

16.47

可燃分

53.36

ごみ質３成分

紙類

(段ボール新聞・雑誌) 10.43

プラスチック

(PET･ﾌﾟﾗ容器包装) 13.82

金属

(ｱﾙﾐ缶･ｽﾁｰﾙ缶) 3.77
ﾘｻｲｸﾙ不可品 71.98

リサイクル可・不可品混入割合

可燃性

80.02

不燃性

19.98

可燃性・不燃性混入割合
不燃性 ← → 可燃性

不燃性

↑

↓

可燃性



15．手数料
し尿収集手数料 炭化処理手数料 埋立処理手数料

原価：１市２町　8.100円/ℓ

　　　音威子府村4.286円/ℓ

名寄市

美深町

下川町

音威子府村 20リットルにつき94円

適用年月日 令和元年10月1日 令和元年10月1日 令和元年10月1日 平成19年4月1日

16.次期中間処理施設整備検討業務
年度 業務内容 金額（円・税込）

※今後の施設整備スケジュール（計画）

一般廃棄物中間処理施設基本計画策定業務
（費用対効果分析）

次期中間処理施設整備
に伴う費用対効果分析

341,000

令和３年度

一般廃棄物中間処理施設基本計画策定業務
次期中間処理施設の基
本計画策定

23,650,000

一般廃棄物中間処理施設整備に伴う測量調査業務 建設予定地の測量調査 2,761,000

一般廃棄物中間処理施設生活環境影響調査業務
廃棄物の処理及び清掃
に関する法律に基づく
生活環境影響調査

44,660,000

一般廃棄物中間処理施設整備に伴う地質調査業務 建設予定地の地質調査 3,245,000

　　令和10年度・・・資源化施設供用開始

　　令和４年度・・・旧焼却施設解体工事及び施工監理業務（１年目）、業者選定発注支援業務

　　令和５年度・・・旧焼却施設解体工事及び施工監理業務（２年目）、土壌汚染調査業務、

　　令和６年度・・・焼却施設建設工事及び施工監理業務（２年目）

　　令和８年度・・・焼却施設建設工事及び施工監理業務（４年目）

　　令和７年度・・・焼却施設建設工事及び施工監理業務（３年目）

　　令和９年度・・・焼却施設供用開始、資源化施設建設工事

　　　　　　　　　　焼却施設建設工事（初年度実施設計）及び施工監理業務（１年目）

旧焼却施設解体調査実施設計業務
名寄市清掃センター解
体に伴う調査・設計

12,155,000

1,133,000令和２年度 循環型社会形成推進地域計画策定業務
環境省交付金に必要と
なる地域計画の策定

1,987,200平成30年度

一般廃棄物処理広域化
基本計画の改定

一般廃棄物処理広域化基本計画等策定業務令和元年度 7,260,000

一般廃棄物中間処理施設整備に関するアドバイザ
リー業務

次期中間処理施設整備
基本方針の策定
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※一般廃棄物収集運搬業は浄化槽汚泥に限る。

一般廃棄物収集運搬
業・浄化槽清掃業
許可申請手数料

１件につき10,000円
※再交付　 3,000円

20リットルにつき
178円 10キログラムにつき

126円
10キログラムにつき

84円

構成市町村
原価：115円/10kg 原価：77円/10kg

※音威子府村については、公費負担2.096円/ℓ（原価1.905円/ℓ）あり。

※原価は、し尿収集手数料については原価計算による設定、炭化処理手数料及び埋立処理手数料については平成26年４月１日の

　消費税８％適用時に設定。

※１市２町と音威子府村のし尿収集単価の相違は、平成25年度の音威子府村の組合加入協議において、業者間の住み分けによる

　歴史的背景や村民負担の軽減などを考慮し、加入前からの村内収集料金を適用したもの。

業務名



17．構成市町村負担金内訳 【令和３年度】

（１）し尿等処理負担金 単位：千円

実績割合 負担額 実績割合 負担額

名寄市 76.27% 0 67.76% 422 65.85% 57,881 58,303 40 - 58,343

美深町 12.23% 0 18.34% 114 17.83% 15,672 15,786 - - 15,786

下川町 9.31% 0 13.90% 86 13.50% 11,866 11,952 - - 11,952

音威子府村 2.19% 0 - 24 2.82% 2,479 2,503 - 117 2,620

計 100.00% 0 100.00% 646 100.00% 87,898 88,544 40 117 88,701

（２）炭化処理負担金 単位：千円

均等割15% 人口割85% 実績割合 負担額

名寄市 0 0 79.10% 176,596 280 △ 13,104 △ 1,105 162,667

美深町 0 0 10.79% 24,089 - △ 1,386 △ 286 22,417

下川町 0 0 8.12% 18,129 - 0 △ 3 18,126

音威子府村 0 0 1.99% 4,443 - 0 0 4,443

計 0 0 100.00% 223,257 280 △ 14,490 △ 1,394 207,653

（３）埋立処理負担金 単位：千円

均等割30% 人口割70% 均等割30% 実績割合 負担額 計

名寄市 0 0 7,005 84.89% 55,504 62,509 40 △ 23,940 2,400 8,815 49,824

美深町 0 0 7,005 8.22% 5,375 12,380 - △ 2,058 - 370 10,692

下川町 0 0 7,005 5.45% 3,563 10,568 - △ 344 - △ 52 10,172

音威子府村 0 0 7,005 1.44% 942 7,947 - △ 134 - 169 7,982

計 0 0 28,020 100.00% 65,384 93,404 40 △ 26,476 2,400 9,302 78,670

（４）建設事業負担金 単位：千円

均等割30% 人口割70% 計

名寄市 5,152 36,678 41,830 0 10,800 △ 2,386 50,244

美深町 5,152 5,881 11,033 - - 83 11,116

下川町 5,152 4,477 9,629 - - 72 9,701

音威子府村 5,152 1,053 6,205 - - 47 6,252

計 20,608 48,089 68,697 0 10,800 △ 2,184 77,313

（５）構成市町村負担金合計 単位：千円

構成市町村 し尿 炭化 埋立 建設 合計 負担割合 構成市町村 人口 割合

名寄市 58,343 162,667 49,824 50,244 321,078 70.98% 名寄市 29,048 76.27%

美深町 15,786 22,417 10,692 11,116 60,011 13.27% 美深町 4,659 12.23%

下川町 11,952 18,126 10,172 9,701 49,951 11.04% 下川町 3,547 9.31%

音威子府村 2,620 4,443 7,982 6,252 21,297 4.71% 音威子府村 832 2.19%

計 88,701 207,653 78,670 77,313 452,337 100.00% 計 38,086 100.00%

構成市町村
負担額

構成市町村

管理運営費

実績割施設割

人口割合

児童手当

合計
計

児童手当 公費負担し尿収集費

施設割

25

※人口割は平成27年国調人口、実績割は令和２年１月～令和２年12月受入量実績（以下同じ）。

※１市２町と音威子府村の収集単価が異なるため、音威子府村の収集費は実額負担。

内淵水処
理設備電

気料

前年度
負担金
調整額

合計

自己搬入
手数料

前年度
負担金
調整額

合計

児童手当
自己搬入
手数料

構成市町村 児童手当 合計

※端数処理により合計が決算額と一致しない場合がある。

※平成27年国調人口

※端数処理により合計が決算額と一致しない場合がある。

※端数処理により合計が決算額と一致しない場合がある。

施設割 当年度
負担金
精算額

※端数処理により合計が決算額と一致しない場合がある。

実績割

解体関連
経費

構成市町村
施設割 実績割



（６）負担金推移

単位：千円

単位：千円

単位：千円

単位：千円
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【考察】平成29年度広域最終処分場建設工事。令和３年度から交付金対象事業開始により増加。

【考察】令和９年度以降の次期処理施設稼働を想定した維持管理であるため、今後は減少傾向の見込。

【考察】平成30年３月建設事業債償還終了。令和８年度までの稼働を想定した維持管理により、今後は減少傾向の見込。

【考察】経年に伴う水質汚濁により水処理施設の稼働率上昇が見込まれるため、今後は増加傾向の見込。
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千円 炭化処理負担金 名寄市 美深町 下川町 音威子府村
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18．組合組織
（１）議会 単位：人

名寄市議会 1 - 6 7

美深町議会 - - 2 2

下川町議会 - 1 1 2

音威子府村議会 - - 2 2

計 1 1 11 13

（２）監査 単位：人

職 人数

代表監査委員 1

議選監査委員 1

計 2

（３）正副管理者・会計管理者 単位：人

職 人数

管理者 1

副管理者 4

会計管理者 1

計 6

（４）職員数 平均年齢＝ 51.3歳 単位：人

総務課 2 - - 1 3 0

衛生センター 1 4 3 1 9 0

炭化センター 1 10 3 1 15 0

名寄地区広域最終処分場 1 5 - 1 7 0

一般廃棄物処理施設整備推進室 1 - - 1 2 0

計 6 19 6 5 36 0

19．給与費決算推移

議員定数＝13人　　定例会＝年２回（12月決算議会、２月予算議会）

選出議会 議長

課

議員 計

前年度比

副議長

職員 事務補助員
施設維持
管理員

夜間休日
管理員

内、議会運営委員会
(構成＝名寄4人､町村各1人)

委員長１人、委員３人

副委員長１人

名寄市会計管理者

委員１人

委員１人

任期は市町村議会任期

備考

名寄市長

美深町長（職務代理者）、下川町長、音威子府村長、名寄市副市長

備考

名寄市代表監査委員

名寄市議会選出議員

例月出納検査＝月１回、定期監査・決算審査意見書提出＝年各１回

【考察】平成30年度名寄地区広域最終処分場供用開始、令和２年度会計年度任用職員制度導入による増加。

※名寄市派遣職員（給与費組合負担１人）を含み、名寄市併任職員（給与費名寄市負担２人）を除く。

27

※名寄市派遣職員（給与費組合負担）を含み、名寄市併任職員（給与費名寄市負担）を除く。給与費に共済費を含む。

計

123,878,466円
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